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高等教育予算の充実・確保に係る緊急提言 
 
 

平成 27 年 10 月 28 日 

中 央 教 育 審 議 会 

 

 

人口減少社会の到来により生産年齢人口が減少する中、知識基盤社会を支える「知」

を生み出していかなければならない今、大学が果たす役割は決定的に重要である。 

中央教育審議会においては、文部科学大臣の諮問に応じ、大学教育の質的転換、大

学ガバナンス、高大接続、大学院の改革をはじめ精力的な議論を行い、累次の答申等

を取りまとめてきた。日本の大学は、この重責を真摯に受け止め、自主的･積極的な

改革を進めてきており、21 世紀の日本と世界が直面する課題に、全力を挙げて取り

組もうとしている。 

 

 そのような中、国立大学法人運営費交付金について、財政制度等審議会において、

運営費交付金を今後 15 年間毎年１％機械的に削減すべきなどの考え方が示された。 

財政事情が厳しい折、限られた財源の有効活用は必要であるが、過去 12 年間の約

12％に及ぶ削減により、若手の育成など教育研究基盤に深刻な影響を与える中、運営

費交付金の更なる長期的削減との主張は、グローバル化や地方創生への対応、イノベ

ーション創出など日本社会の発展のため大学に期待されている数々の役割が踏まえ

られておらず、また諸外国が高等教育への投資を拡大させ、教育研究環境の充実を図

る国際基調にも逆行するものである。また、自己収入の増加についても、多様な財源

の確保の努力は必要だが、現下の経済状況や家計状況等を踏まえると、確実な増を見

込むことは困難であり、大学の安定的な経営に支障をきたす恐れがある。 

政府が目指す生産性革命によるＧＤＰ拡大など「一億総活躍社会」や「地方創生」

の実現は、今日、「知」の創造がなければ不可能であり、高等教育への投資の削減は、

将来に対し禍根を残すものである。 

 

このような認識のもと、本審議会は、この緊急提言を行うものである。 

 

 

 

中央教育審議会答申「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて」（平

成24年８月）以降、国立大学においては、「ミッションの再定義」により、大学ごと

分野ごとに強み、特色の明確化を図るとともに、平成25年の「国立大学改革プラン」

を踏まえ、教育研究組織の見直しや、人事給与システム改革を本格化させてきた。 

 国立大学法人運営費交付金の機械的な削減ではなく、自己変革を進める大学を積

極的に支援し、教育研究及び社会貢献機能の強化を図るために、国立大学法人運

営費交付金等を充実・確保すべきである。 

資料１－１ 
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特に、「改革加速期間」と位置付けられたこの３年間（平成25～27年度）で、各国

立大学においては、学内の人的･物的資源の再配分とあわせて、それぞれの強み・特

色を更に伸ばす組織改革を進めており、更に平成28年度には、例えば、地域デザイン

科学部、地域資源創生学部等の自然科学及び人文社会科学の連携・融合による新たな

組織を設置するなど、社会的要請の高い分野の教育研究活動を意欲的に進めている。 

 

一方、平成16年度の法人化以降、運営費交付金は減少傾向が続いており、12年間で

1,470億円（11.8％）が削減され、また、消費税率の引上げ、諸経費の値上りにより、

人件費や基盤的教育研究費を更に圧迫している。その結果、教育研究活動を支える常

勤教員の人件費、特に、若手研究者の常勤雇用が減少し、大学院進学者の減少など、

優秀な人材の確保に支障が生じるとともに、研究時間の減少、論文増加率の伸び悩み

などの弊害が生じていることなどの看過しがたい状況が見られる。 

 

このような状況下において、運営費交付金の削減は、各大学の改革に重大な支障を

きたすことになりかねない。また、寄付金や民間との共同研究など自己収入の増加の

努力は必要であるが、財政制度等審議会における提案にあるような大幅な増加は、授

業料の大幅な引き上げにつながりかねず、現下の経済状況や厳しい家計状況では困難

である。 

 

国立大学には、世界最高水準の教育研究の推進、大規模な基礎研究や先導的・実験

的な教育研究の実施、社会・経済的な観点からの需要は必ずしも多くはないが重要な

学問分野の継承・発展、全国的な高等教育の機会均等の確保等について、引き続き、

重要な役割が期待される。 

本審議会の審議まとめを受けて昨年行われたガバナンス改革の法改正及び本年６

月の「国立大学経営力戦略」を踏まえ、国立大学では、学長のリーダーシップの下、

戦略的な資源配分、多様な財源の確保など一層経営的な視点での大学運営を進めるこ

ととしており、また文部科学省でも各大学がより強みや特色を発揮するため３つの支

援枠組みを設定し、予算での重点支援を行うなどの改革を進めようとしている。そう

した取組にインセンティブを与え、国立大学の機能強化を真に実現するためには、経

営力強化のための持続的な改革を支える運営費交付金の充実・確保が不可欠であり、

本審議会はその点を強く求めるものである。 

 

なお、本提言は、財政制度等審議会における国立大学法人運営費交付金の削減提案

に関する見解を表明するものであるが、我が国の持続的な成長、知識基盤社会への構

造変革、地方創生を支える人材育成等に向けては、国公私立を通じた大学の機能強化

が不可欠である。第２期教育振興基本計画や教育再生実行会議第８次提言でも教育投

資の重要性が指摘されており、諸外国と比較して著しく低い高等教育予算全体の充

実・確保がなければ、今後の日本社会の発展を支える人材育成、知の創出機能の低下

を招きかねない。この点をあわせて強調したい。 



財政制度等審議会資料における考え方

● 国立大学が高い質を確保しながら自律的、持続的な経営を続けていくため、

今よりも運営費交付金に頼らず、自らの収益によって経営力を強化してい

くことが必要である。

● そうした観点から、例えば、今後15年間（平成43年度まで）で、国立大学

法人収入の全体に占める運営費交付金への依存度と自己収入の割合を同水

準とすることを目標としてはどうか。

● これを確実に実現するため、毎年度の運営費交付金の額を▲１％ずつ減少

させる。（運営費交付金を毎年▲１％減少させ、自己収入を毎年＋1.6％

増加させることが必要）。

運営費交付金の現状と国立大学の課題

運営費交付金は、国立大学の運営基盤を支

える経費であるが､既に過去12年間で約
12％（1,470億円）減少

この間、教育研究活動を支える常勤教員の

人件費、特に若手教員の常勤雇用が減少

し､優秀な人材の確保や研究時間の減少な

どに弊害

国立大学は、第３期中期目標期間に向けて

機能強化のための大規模な改革を推進中だ

が、改革を進める戦略的な経費の確保が

不可欠

毎年1.6％の自己収入の増加についての考え方

◎ 財源の多様化は重要であり、法人化以降は、各大学に

おいて自己収入の獲得に努力

◎ しかし、寄附金や産学連携等研究収入が今後も継続的

に増加することが必ずしも見込めない中で、これらで運

営費交付金の削減分（平成32年まで▲536億円）を賄う
ことは困難

• ｢寄附金収入｣は、自己収入に占める割合が約１割であり、法人化直後の伸び

と比べると頭打ちの状態

• 「産学連携等研究収入」の大半は、国の予算（委託費等）が基礎であり継続的

増加が見込めず、かつ、限られた特定の研究活動に配分されるものであり、

教育研究基盤を支える財源としては不十分

• 財政審提案にあるような自己収入の大幅な増加は、授業料の大幅な引き上

げにつながりかねず、現下の経済状況や厳しい家計状況では困難

国立大学法人の財務運営についての考え方

（試算イメージ）
第１期～第２期中期目標期間
（平成16年度～平成27年度）

第３期中期目標期間以降15年間
（平成28年度～平成43年度）

既に▲1,470億円減

さらに15年間で、▲1,600億円の減

運
営
費
交
付
金

自
己
収
入

大学の自助努力
（※寄附金の獲得や産学連携等

の推進、授業料の引き上げ等）

さらに
+2,000億円の増

H27.10.28中央教育審議会総会（第102回）配布資料



国立大学を取り巻く状況



先進主要国に比べ、我が国の高等教育への公財政支出の伸びは小さく、平成16年度の法人化以降、運営
費交付金は減少が続いている。

▲98億円減
（▲0.8%）

▲103億円減
（▲0.8%）

▲171億円減
（▲1.4%）

▲230億円減
（▲1.9%）

▲118億円減
（▲1.0%）

▲110億円減
（▲0.9%）

▲58億円減
（▲0.5%）

▲162億円減
（▲1.4%）▲574億円減

（▲5.1%）

331億円増
（3.1%）

▲177億円減
（▲1.6%）

法人化以降
１，４７０億円
約１２％の減少

○国立大学法人運営費交付金の推移

○高等教育機関への公財政支出の推移
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看過しがたい状況が見られる。

教育研究活動を支える常勤教員の人件費、特に、若手研究者の常勤雇用が減少し、大学院進学者の減少
など、優秀な人材の確保に支障が生じるとともに、研究時間の減少などの弊害が生じていることなどの
看過しがたい状況が見られる。

○常勤教員の人件費の推移

○研究大学における任期付教員の雇用財源調査

資料：「大学教員の雇用状況に関する調査」
【H27年９月 文部科学省、科学技術・学術政策研究所】

・研究大学（RU１１）においては、
任期なし教員ポストのシニア化、
若手教員の任期なしポストの減少・
任期付ポストの増加が顕著。

（単位：億円）

(注1）出典：文部科学省調べ。
(注2）平成19年度以降の人件費には、会計基準変更にともなうセグメント間の人件費賦方法の見直しによる影響額を含んでいる。
(注3) 人件費には、附属病院以外の推移を示している。



財政制度等審議会提案にあるような自己収入の大幅な増加は、授業料の大幅な引き上げにつながりかね
ず、現下の経済状況や厳しい家計状況では困難である。

○民間給与の動向（平均給与年額の推移） ○家庭の年収別学生数（割合）の推移

「寄附金収入」は、自己収入に占める割合が1割程度と小さく、また法人化直後の伸びに比べると頭打ち
になっていること、「産学連携等研究収入」は、その大半が、現状では国の予算（委託費等）を基礎とし
ていることを踏まえると、今後も継続的に増加することは必ずしも見込めない。

単位：千円

出典：民間給与実態統計調査【国税庁】
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○民間企業からの研究資金等受入額の推移

出典：文部科学省調べ
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第3期中期目標期間に向けた国立大学改革の取組状況

「ミッションの再定義」開始

教育再生実行会議第三次提言
教育振興基本計画､日本再興戦略
今後の国立大学の機能強化に向けての考え方

国立大学改革プラン
➤ 平成26～28年度で新たに12学部設置される（予定含む）など、組織改革を

積極的に実施

➤ 年俸制(約9,700人)やクロスアポイントメント制度(92人)など、人事･給与シ

ステム改革が進捗

➤ 国立大学から大学発ベンチャー支援会社等への出資を可能とする仕組み

の創設

24
年度

25
年度

26
年度

「日本再興戦略」改訂2014､骨太の方針、科学技術イノベーション総合戦略2014

今後の国立大学の機能強化に向けての考え方（改訂）

27
年度

国立大学経営力戦略

国立大学法人等の組織及び業務全般の見直しについて
➤中期目標･中期計画素案では､45大学で組織再編が計画されているほ
か､先進的取組や高い数値目標の設定など､各大学から意欲的に提案

第３期中期目標期間における国立大学法人運営費交付金の
在り方について（審議まとめ）
➤機能強化の方向性に応じた取組をきめ細かく支援するため、予算上、
三つの重点支援の枠組みを新設

➤学長のリーダーシップを予算面で発揮し、組織の自己変革や新陳代
謝を進めるため｢学長の裁量による経費｣を区分

「日本再興戦略」改訂2015､骨太の方針、科学技術イノベーション総合戦略2015

中央教育審議会「新たな未来を築くための大学教育の質的転
換に向けて」答申

28
年度

第３期中期目標期間 開始

学校教育法･国立大学法人法一部改正法の施行
➤大学運営におけるガバナンス改革を促進するため、教授会等の規定の
見直し、国立大学法人の学長選考の透明化等

◆国立大学における特色ある学部等設置の状況（主なもの）

国立大学改革のこれまでの動きと主な成果


